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秘密保護法、戦争法、共謀罪…戦争する国３点セット 

 

 

 

 安倍内閣は、今国会で「テロ等準備法」（共謀

罪）の成立を狙っています。秋葉区９条の会は、

憲法９条を守るため、「戦争する国づくり」に反

対してきました。「秘密保護法」、「戦争法」に、

「共謀罪法」が付け加わったら、戦前の戦争国家

と変わらない国になります。 

軍事機密保護法、明治憲法、治安維持法の 

３点セットが、国民の口を封じ、あの無謀な侵略

戦争を引き起こしました。この誤りを繰り返して

はなりません。「テロ等準備法」（共謀罪）の問題

点を整理してみましょう。 

１、「共謀」が犯罪なら、「人の内心」を処罰する法律となる 

  共謀の内容は、人の内心に踏み込まない限り、他人が認定することができません。人の内心を

処罰する法律は、憲法 19 条の思想・良心の自由を真っ向から否定するものになります。 

２、「共謀」の捜査は、国民への日常的な監視、通信傍受、密告等…恐ろしい社会になる 

  戦前の治安維持法により逮捕された人は数十万人、その中で検事局に送検された人は７５，６８１

人に及びました。国民への日常監視、通信（メール、携帯電話）傍受、封書の開封、密告者の潜入等、

権力者が常時、国民を監視する恐ろしい社会の出現となります。 

３、日本には、銃砲刀剣類所持等取締法があり、テロ行為は取り締まれる 

  安倍内閣は、東京オリンピックでのテロ防止を口実にこの法案の必要性を説明していますが、日

本には、「銃砲刀剣類所持等取締法」があります。これで、テロ行為の準備行為を取り締まれます。 

４、テロは口実、適用「罪種」は６００以上…解釈次第でいくらでも広がる     

「テロ等準備罪」となっていますが、「４年以上の懲役、禁固刑」が対象になっていて、罪種は６７６

に及びます。「組織的犯罪集団」の解釈は、捜査当局の判断次第でいくらでも広げられます。 

「表現の自由」や「結社の自由」を脅かす、平成の治安維持法を許してはなりません。 
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